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 情報提供用 

  個人情報が掲載されている議案については、当該個人情報に係る部分を省略し、又は加

工しているため、内容の一部、ページ番号又は目次が議案書の原本と異なっている場合が

あります。



 

議 案 名 
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号）……………………………………………………………別冊  

議案第４１号 市長等の給与の特例に関する条例の制定について……… １  

議案第４２号 上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改  

正する条例の制定について………………………………… ３  

議案第４３号 上尾市税条例の一部を改正する条例の制定について  

………………………………………………………………… ５  

議案第４４号 上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定  

について………………………………………………………１４  

議案第４５号 上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する  

法律関係手数料徴収条例及び上尾市都市の低炭素化  
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正する条例の制定について…………………………………１５  
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の制定について………………………………………………１９  
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する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定  

について………………………………………………………２１  
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議案第５３号 上尾市自然学習館条例の一部を改正する条例の制定  
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議案第５４号 上尾市バーベキュー場条例の一部を改正する条例の  

制定について…………………………………………………３６  

議案第５５号 上尾・伊奈広域ごみ処理施設建設候補地評価基準検  
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議案第４１号  

市長等の給与の特例に関する条例の制定について  

市長等の給与の特例に関する条例を次のように定める。  

令和２年６月８日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

市長等の給与の特例に関する条例  

（趣旨）  

第１条 この条例は、市長及び副市長の給与等に関する条例（昭和４４年上

尾市条例第２号）及び教育委員会教育長の給与等に関する条例（昭和４４

年上尾市条例第５号）の特例を定めるものとする。  

（市長及び副市長の給与等に関する条例の特例）  

第２条 令和２年７月１日から同年９月３０日までの間（以下「特例期間」

という。）においては、市長及び副市長の給与等に関する条例第３条に定

める給料の支給に当たっては、給料の月額から、給料の月額に、市長にあ

っては１００分の３０を、副市長にあっては１００分の２０を乗じて得た

額に相当する額を減ずる。  

２ 特例期間においては、市長及び副市長の給与等に関する条例に基づき支

給される地域手当の支給に当たっては、地域手当の月額から、地域手当の

月額に、市長にあっては１００分の３０を、副市長にあっては１００分の

２０を乗じて得た額に相当する額を減ずる。  

（教育委員会教育長の給与等に関する条例の特例）  

第３条 特例期間においては、教育委員会教育長の給与等に関する条例第３

条に定める給料の支給に当たっては、給料の月額から、給料の月額に１０

０分の１０を乗じて得た額に相当する額を減ずる。  

２ 特例期間においては、教育委員会教育長の給与等に関する条例に基づき

支給される地域手当の支給に当たっては、地域手当の月額から、地域手当

の月額に１００分の１０を乗じて得た額に相当する額を減ずる。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （適用区分）  
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２ 第２条の規定は、この条例の施行の日以後に市長が新たに就任し、又は

副市長が新たに選任された場合にあっては、当該市長及び副市長に対して

は適用しない。  

３ 第３条の規定は、この条例の施行の日以後に教育委員会教育長が新たに

選任された場合にあっては、当該教育委員会教育長に対しては適用しない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

新型コロナウイルス感染症の拡大という未曽有の危機による厳しい社会

経済情勢を踏まえ、市長、副市長及び教育長の給与について、期間を定め

て減額支給することとしたいので、この案を提出する。  
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議案第４２号 

上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３７年上尾市条例第２２号）

の一部を次のように改正する。 

附則第１項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則第２項を次のよ

うに改める。 

 （防疫業務手当の特例） 

２ 第４条の規定にかかわらず、職員が、新型コロナウイルス感染症（新型

コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年政令

第１１号）第１条に規定するものをいう。以下同じ。）から国民の生命及

び健康を保護するために緊急に行われた措置に係る業務として、新型コロ

ナウイルス感染症の患者又はその疑いのある者に接して行う業務その他の

規則で定める防疫業務に従事したときは、防疫業務手当を支給する。この

場合における第１５条の規定の適用については、同条第２号中「５００円」

とあるのは、「４，０００円」とする。 

 附則第３項を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例（以下

「改正後の条例」という。）附則第２項の規定は、令和２年４月１日から

適用する。 

 （特殊勤務手当の内払） 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、この条例による改正前
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の上尾市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定に基づいて支給された特

殊勤務手当は、改正後の条例の規定による特殊勤務手当の内払とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

人事院規則の改正により、特殊勤務手当の特例が定められたことに準

じて、新型コロナウイルス感染症から国民の生命及び健康を保護するた

めに緊急に行われた措置に係る業務に従事した職員に支給する防疫業務手

当の特例を定めたいので、この案を提出する。  

-4-



 

議案第４３号 

上尾市税条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市税条例の一部を改正する条例 

第１条 上尾市税条例（昭和３０年上尾市条例第１３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」

に改め、同条第１項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。 

第３６条の３の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」

に改め、同条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項

第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。 

第４８条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の

７第５項及び第１１項」に改める。 

第７４条の２の次に次の１条を加える。 

（現所有者の申告） 

第７４条の３ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。

以下この条及び次条において同じ。）は、現所有者であることを知った

日の翌日から３月を経過した日までに次に掲げる事項を記載した申告書

を市長に提出しなければならない。 

(1) 土地又は家屋の現所有者の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、

氏名又は名称、次号に規定する個人との関係及び個人番号又は法人番

号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事務所

若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び同号に規定する個人との

関係） 

(2) 土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは

家屋補充課税台帳に登記又は登録がされている個人が死亡している場

合における当該個人の住所及び氏名 

(3) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

第７５条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「により、
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又は現所有者が前条の規定により」に改める。 

第９４条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たばこの本数の

算定については、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの０．７本

に換算するものとする。 

第９４条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書

に規定する葉巻たばこを除く。）」を加える。 

附則第８条第１項中「令和３年度」を「令和６年度」に改める。 

附則第１０条中「第１５条の３の２までの」を「第１５条の３の２まで、

第６１条又は第６２条の」に、「又は法附則第１５条」を「又は附則第１

５条」に、「第１５条の３の２まで」」を「第１５条の３の２まで、第６

１条若しくは第６２条」」に改める。 

附則第１０条の２に次の１項を加える。 

２７ 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行

の日から令和３年３月３１日までの間に取得された法附則第６２条に規

定する先端設備等に該当する事業の用に供する同条に規定する家屋及び

構築物に係る固定資産税の課税標準となるべき価格に乗ずる同条に規定

する条例で定める割合は、零とする。 

附則第１２条、第１３条、第１３条の３及び第１５条第１項中「又は法」

を「又は」に改める。 

附則第１５条の３中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」

に改める。 

附則第１６条の３中「又は第１５条の３」を「、第１５条の３又は第６

１条第１項」に、「、「若しくは」を「「若しくは」に改め、「第１５条

の３まで」の次に「若しくは第６１条」と、「当該各項」を「これらの規

定」を加える。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和２年度」を「令和５年度」

に改める。 

附則に次の１条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続） 

第２４条 第９条第７項の規定は、法附則第５９条第３項において準用す
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る法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間について準用する。 

第２条 上尾市税条例の一部を次のように改正する。 

  第１９条中「第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書に」を「第

３２１条の８第３４項及び第３５項の申告書に」に改め、「、第１３１条

第１項」の次に「、第１３２条の１４第２項」を加え、「においては」を

「には」に、「以下第１号及び第２号」を「第１号、第２号及び第５号」

に改め、同条第１号中「第１０２条第２項」の次に「、第１３２条の１４

第２項」を加え、同条第４号中「によって」を「により」に改め、同条第

５号中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同条第６号

中「第３２１条の８第２２項及び第２３項」を「第３２１条の８第３４項

及び第３５項」に改める。 

第２０条中「及び第４項」を削る。 

第２３条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第３

１条第２項の表第１号において「収益事業」という。）」を加え、「第３

１条第２項の表第１号」を「同号」に、「第４８条第１０項から第１２項

まで」を「第４８条第９項から第１６項まで」に改める。 

第２４条第１項第２号中「、寡夫又は単身児童扶養者」を「又はひとり

親」に改める。 

第３１条第２項の表第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第

２９２条第１項第４号の２」に改め、同条第３項中「、同項第２号の連結

事業年度開始の日から６月の期間若しくは同項第３号の連結法人税額の課

税標準の算定期間又は同項第４号」を「若しくは同項第２号の期間又は同

項第３号」に改める。 

第３３条の２中「第３１４条の２第１項の各号」を「第３１４条の２第

１項各号」に、「第１２項」を「第１１項」に、「寡婦（寡夫）控除額」

を「寡婦控除額、ひとり親控除額」に、「第７項」を「第６項」に改める。 

第３３条の５第７項中「第４条の７」を「第４条の３」に改める。 

第３６条の２第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第３１４

条の２第４項」に改める。 

第４８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第

３１項、第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び第１３項」
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を「第９項、第１０項及び第１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３

項」を「第３１項及び第３５項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」

に、「第３項」を「第２項後段」に改め、同条第２項中「第６６条の７第

５項及び第１１項又は第６８条の９１第４項及び第１０項」を「第６６条

の７第４項及び第１０項」に、「第３２１条の８第２４項」を「第３２１

条の８第３６項」に改め、同条第３項中「第６６条の９の３第４項及び第

１０項又は第６８条の９３の３第４項及び第１０項」を「第６６条の９の

３第３項及び第９項」に、「第３２１条の８第２５項」を「第３２１条の

８第３７項」に改め、同条第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第３

２１条の８第３８項」に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」

を「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」

に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」

を「同条第３５項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第１９項」を

「又は第３１項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３２

１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第７項中

「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、「、第４

項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中「第３２１条

の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第９項を削り、

同条第１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第５２項」

に、「同条第４２項」を「同条第５２項」に、「第１２項」を「第１１項」

に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項を同条第１０項とし、同条

第１２項中「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、

同条第１３項中「第１０項」を「第９項」に、「第７５条の４第２項」を

「第７５条の５第２項」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項

を同条第１３項とし、同条第１５項中「第１３項」を「第１２項」に、

「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６

項中「第１３項前段」を「第１２項前段」に、「第３２１条の８第５１項」

を「第３２１条の８第６１項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同

項を同条第１５項とし、同条第１７項中「第１３項後段」を「第１２項後

段」に、「第１５項」を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは

第６項（これらの規定を同法第８１条の２４の３第２項において準用する
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場合を含む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第１０

項」を「第９項」に改め、同項を同条第１６項とする。 

第５０条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、

「同条第２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４項」を「又

は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３

１項」に改め、「（同条第２項又は第４項に規定する申告書を提出すべき

法人が連結子法人の場合には、当該連結子法人との間に連結完全支配関係

がある連結親法人（法人税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親法

人をいう。以下この項において同じ。）若しくは連結完全支配関係があっ

た連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正

若しくは決定を受けたこと。次項第２号において同じ。）」を削り、同条

第４項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改める。 

第５２条第４項から第６項までを削る。 

第９４条第２項ただし書中「０．７グラム」を「１グラム」に、「０．

７本」を「１本」に改める。 

附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金

特例基準割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を

「に規定する平均貸付割合をいう。次項において同じ。）」に、「この条

において同じ」を「この項において同じ」に改め、「（以下この条におい

て「特例基準割合適用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適用

年」を「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に

改め、同条第２項中「及び第４項」を削り、「特例基準割合適用年中」を

「各年の平均貸付割合に年０．５パーセントの割合を加算した割合が年７．

３パーセントの割合に満たない場合には、その年中」に、「当該特例基準

割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合と」を「当該加算した割合

と」に改める。 

附則第４条第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。 

附則第１０条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第６４条」

に、「第６１条若しくは第６２条」を「第６３条若しくは第６４条」に改

める。 

附則第１０条の２第２７項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改
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める。 

附則第１６条の３中「第６１条第１項」を「第６３条第１項」に、「第

６１条」」を「第６３条」」に改める。 

附則第１７条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３

第１項」を加える。 

附則第１７条の２第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改め

る。 

附則に次の２条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

第２５条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第

２５号。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。）

第５条第４項に規定する指定行事の中止若しくは延期又はその規模の縮

小により生じた当該指定行事の入場料金、参加料金その他の対価の払戻

しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期

間内にした場合には、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中

に法附則第６０条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第

３１４条の７第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして、

第３３条の７の規定を適用する。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第２６条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイル

ス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第

７条の３の２第１項の規定の適用については、同項中「令和１５年度」

とあるのは、「令和１６年度」とする。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1 ) 第１条中上尾市税条例第９４条第２項にただし書を加える改正規定及

び同条第４項の改正規定並びに附則第７条の規定 令和２年１０月１日 

(2 ) 第２条の規定（次号及び第４号に掲げる改正規定を除く。）並びに次
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条及び附則第４条の規定 令和３年１月１日  

(3 ) 第２条中上尾市税条例第９４条第２項ただし書の改正規定及び附則第

８条の規定 令和３年１０月１日 

(4 ) 第２条中上尾市税条例第１９条、第２０条、第２３条第３項、第３１

条第２項及び第３項、第３３条の５第７項、第４８条並びに第５０条の

改正規定並びに同条例第５２条第４項から第６項までを削る改正規定並

びに同条例附則第３条の２第２項の改正規定（「及び第４項」を削る部

分に限る。）並びに附則第５条の規定 令和４年４月１日 

（延滞金に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の上尾市税条例（第４条にお

いて「３年新条例」という。）附則第３条の２の規定は、同号に掲げる規

定の施行の日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間

に対応する延滞金については、なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の上尾市

税条例（以下この条及び第６条において「新条例」という。）の規定中個

人の市民税に関する部分は、令和２年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、平成３１年度分までの個人の市民税については、なお従前の

例による。 

２  新条例第３６条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与につい

て提出する同項及び同条第２項に規定する申告書について適用する。 

３ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべ

き所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する

公的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）に

ついて提出する新条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書について

適用する。 

第４条 ３年新条例第２４条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第３３

条の２及び第３６条の２第１項並びに附則第１７条第１項及び第１７条の

２第３項の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 
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２ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る３年新条例第３

６条の２第１項の規定の適用については、同項ただし書中「地震保険料控

除額」とあるのは、「地震保険料控除額、ひとり親控除額（地方税法等の

一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の

法（以下「旧法」という。）第２９２条第１項第１１号に規定する寡婦

（旧法第３１４条の２第３項の規定に該当するものに限る。）又は旧法第

２９２条第１項第１２号に規定する寡夫である第２３条第１項第１号に掲

げる者に係るものを除く。）」とする。 

第５条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の上尾市税条例の規定

中法人の市民税に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この

項及び次項において「４号施行日」という。）以後に開始する事業年度

（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定

（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法

人税法（昭和４０年法律第３４号。以下この条において「４年旧法人税法」

という。）第２条第１２号の７に規定する連結子法人（次項において「連

結子法人」という。）の連結親法人事業年度（４年旧法人税法第１５条の

２第１項に規定する連結親法人事業年度をいう。次項において同じ。）が

４号施行日前に開始した事業年度を除く。）分の法人の市民税について適

用する。 

２ ４号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が

４号施行日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び４号施

行日前に開始した連結事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規

定する連結事業年度をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の

連結親法人事業年度が４号施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分

の法人の市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第６条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分

は、令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分

までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第７４条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者

であることを知った者について適用する。 
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（市たばこ税に関する経過措置） 

第７条 附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべ

きであった葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

第８条 附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべ

きであった葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

地方税法の一部改正に伴い、所有者不明土地等を現に所有している者

の固定資産税に関する申告を制度化するほか、新型コロナウイルス感染

症等の影響を緩和するための特例措置を設けたいので、この案を提出す

る。 

-13-



 

議案第４４号 

上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔     

上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

上尾市手数料徴収条例（平成１２年上尾市条例第２１号）の一部を次のよ

うに改正する。  

別表１２の項の次に次のように加える。  

１２の２ 住民基本台帳法第１５条の４第１項

、第３項及び第４項の規定に基づく除票の写

し又は除票記載事項証明書の交付手数料  

１件につき ２００円  

別表１４の２の項を次のように改める。  

１４の２ 住民基本台帳法第２１条の３第１項

、第３項及び第４項の規定に基づく戸籍の附

票の除票の写しの交付手数料  

１件につき ２００円  

別表１４の４の項中「省令」を「行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律に規定する個人番号、個人番号カード、特

定個人情報の提供等に関する省令（平成２６年総務省令第８５号。次項にお

いて「省令」という。）」に改める。  

   附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

提案理由 

住民基本台帳法の一部改正に伴い、住民票の除票の写し等の交付手数料

に関する規定を明記するほか、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律の一部改正による通知カードの廃止に伴い、

通知カードの再交付手数料に関する規定を廃止したいので、この案を提出

する。 
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議案第４５号 

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴

収条例及び上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収

条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴収条

例及び上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴

収条例及び上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収

条例の一部を改正する条例 

 （上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴収

条例の一部改正） 

第１条 上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料

徴収条例（平成２８年上尾市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

別表１の項手数料の金額の欄第２号中「場合」の次に「（ (1)イに掲げる

場合を除く。）」を加え、同号を同欄第３号とし、同欄第１号中「場合」

の次に「（ (1)アに掲げる場合を除く。）」を加え、同号ア (ｱ )中「（市長が

別に定める算定方法によって算定したものをいう。以下この項及び７の項

において同じ。）」を削り、同号を同欄第２号とし、同欄第１号として次

のように加える。 

(1) 法第２９条第３項に規定する他の建築物について、当該建築物

が記載された同条第１項に規定する建築物エネルギー消費性能向

上計画が法第３０条第１項の認定又は法第３１条第１項の変更の

認定を受けたことを示す書類が提出された場合 

ア 法第１２条第１項又は第１３条第２項の規定による場合 

(ｱ ) 床面積の合計（市長が別に定める算定方法によって算定し

たものをいう。以下この項及び７の項において同じ。）が３

００平方メートル未満のもの １万１，０００円 

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メ  
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ートル未満のもの ３万１，０００円 

(ｳ ) 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平

方メートル未満のもの ９万４，０００円 

(ｴ ) 床面積の合計が５，０００平方メートル以上１万平方メー

トル未満のもの １４万９，０００円 

(ｵ ) 床面積の合計が１万平方メートル以上２万５，０００平方

メートル未満のもの １８万８，０００円 

(ｶ ) 床面積の合計が２万５，０００平方メートル以上のもの 

２３万５，０００円 

イ 法第１２条第２項又は第１３条第３項の規定による場合 

(ｱ ) 床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ５，５０

０円 

(ｲ ) 床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの １万５，５００円 

(ｳ ) 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平

方メートル未満のもの ４万７，０００円 

(ｴ ) 床面積の合計が５，０００平方メートル以上１万平方メー

トル未満のもの ７万４，５００円 

(ｵ ) 床面積の合計が１万平方メートル以上２万５，０００平方

メートル未満のもの ９万４，０００円 

(ｶ ) 床面積の合計が２万５，０００平方メートル以上のもの 

１１万７，５００円 

  別表２の項手数料の金額の欄第１号イ (ｱ )中「合計」の次に「（市長が別

に定める建築物については、共用部分の床面積を除く。 (ｲ )から (ｴ )まで、 (2)

イ、４の項 (1 )イ及び (2) イ並びに６の項 (1) イ、 (2 )イ及び (3)イにおいて同

じ。）」を加え、同表６の項手数料の金額の欄第３号中「ロ (2)」の次に

「又は同号イ (3 )及びロ (3 )」を加え、同項手数料の金額の欄第３号イ (ｱ )中

「合計」の次に「（市長が別に定める建築物については、共用部分の床面

積を除く。 (ｲ )から (ｴ )までにおいて同じ。）」を加え、同表７の項手数料の

金額の欄第２号中「省令」を「 (1)以外の場合で、省令」に改め、同号を同

欄第３号とし、同欄第１号中「省令」を「 (1)以外の場合で、省令」に改
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め、同号を同欄第２号とし、同欄第１号として次のように加える。 

(1) 法第２９条第３項に規定する他の建築物について、当該建築物

が記載された同条第１項に規定する建築物エネルギー消費性能向

上計画が法第３０条第１項の認定又は法第３１条第１項の変更の

認定を受けたことを示す書類が提出された場合 

ア 床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ５，５００

円 

イ 床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メー

トル未満のもの 1万５，５００円 

ウ 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方

メートル未満のもの ４万７，０００円 

エ 床面積の合計が５，０００平方メートル以上１万平方メート

ル未満のもの ７万４，５００円 

オ 床面積の合計が１万平方メートル以上２万５，０００平方メ

ートル未満のもの ９万４，０００円 

カ 床面積の合計が２万５，０００平方メートル以上のもの １

１万７，５００円 

（上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収条例の一部改

正） 

第２条 上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収条例（平

成２５年上尾市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

別表１の項手数料の金額の欄第１号ウ (ｱ )中「合計」の次に「（市長が別

に定める建築物については、共同住宅の共用部分の床面積を除く。 (ｲ )から

(ｶ )まで及び３の項手数料の金額の欄 (1)ウにおいて同じ。）」を加え、同欄第

２号ウ中「共同住宅」の次に「（市長が別に定めるものを除く。３の項手

数料の金額の欄 (2)ウにおいて同じ。）」を加える。  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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提案理由 

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令等の一部改正を踏まえ、

建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請等に係る手数料を見直したい

ので、この案を提出する。 
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議案第４６号  

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する条例の一部を改正する条例の制定について  

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和２年６月８日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する条例の一部を改正する条例  

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例（昭和４３年上尾市条例第７号）の一部を次のように改正する。  

第２条第２項中「における」を「（附則第１条の３第５項及び第６項にお

いて単に「事故発生日」という。）における」に改める。  

第７条の２第２項第１号中「１６万５，１５０円」を「１６万６，９５０

円」に改め、同項第２号中「７万７９０円」を「７万２，９９０円」に改め、

同項第３号中「８万２，５８０円」を「８万３，４８０円」に改め、同項第

４号中「３万５，４００円」を「３万６，５００円」に改める。  

附則第１条の３第５項及び第６項中「１００分の５」を「事故発生日にお

ける法定利率」に改める。  

別表学校医及び学校歯科医の補償基礎額の項中「６，１９８円」を「６，

２４５円」に、「７，９５５円」を「８，００３円」に、「９，５８０円」を

「９，６０８円」に改め、同表学校薬剤師の補償基礎額の項中「５，２２５

円」を「５，２６３円」に、「６，２０３円」を「６，２４０円」に、「６，

８８０円」を「６，９００円」に改め、同表備考第４項中「前２号」を「前

２項」に改める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日で

あるときは、その日）から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬
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剤師の公務災害補償に関する条例（以下「新条例」という。）第７条の２

第２項の規定は、令和２年４月１日以後に支給すべき事由が生じた介護補

償について適用し、同日前に支給すべき事由が生じた介護補償については、

なお従前の例による。  

３ 新条例別表の規定は、平成３１年４月１日以後に支給すべき事由が生じ

た公務災害補償並びに同日前に支給すべき事由が生じた傷病補償年金、障

害補償年金及び遺族補償年金で同日以後の期間について支給すべきものの

補償基礎額について適用し、その他の公務災害補償の補償基礎額について

は、なお従前の例による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を

定める政令の一部改正に伴い、学校医等に対する介護補償の額及び休業補

償等の額の算定の基礎となる補償基礎額を引き上げたいので、この案を提

出する。 
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議案第４７号 

上尾市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

上尾市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年上尾市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項中「指定都市」の次に「若しくは同法第２５２条の２２第

１項の中核市」を加える。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

厚生労働省令の改正に伴い、放課後児童支援員に必要な資格基準を当該

厚生労働省令で定める基準と同様のものに改めたいので、この案を提出す

る。  
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議案第４８号 

上尾市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市介護保険条例の一部を改正する条例 

上尾市介護保険条例（平成１２年上尾市条例第４１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第５条第１項各号列記以外の部分中「平成３１年度及び令和２年度の各年

度」を「令和２年度」に改め、同項第１号中「２１，９９６円」を「１７，

５９６円」に改め、同項第２号中「３１，９６７円」を「２４，６３５円」

に改め、同項第３号中「４２，５２５円」を「４１，０５９円」に改め、同

項第６号ア中「第３８条第４項」を「第２２条の２第２項」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の上尾市介護保険条例第５条第１項の規定は、令

和２年度以後の年度分の保険料率から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

介護保険法施行令の一部改正に伴い、低所得者に賦課する介護保険料の

額を減額したいので、この案を提出する。 
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議案第４９号 

上尾市文化センター条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市文化センター条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市文化センター条例の一部を改正する条例 

上尾市文化センター条例（平成１５年上尾市条例第２８号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第２項中「第１６条」を「第１３条」に、「、第６条第１項及び第

８条」を「から第６条まで、第８条及び第９条」に改める。 

第５条第１項及び第３項中「市長」を「指定管理者」に改める。 

第９条第１項中「市長」を「指定管理者」に改め、同条第２項中「市」の

次に「又は指定管理者」を加える。 

第１０条から第１２条までを削る。 

第１３条中「第９条第１項」を「前条第１項」に改め、同条を第１０条と

する。 

第１４条を第１１条とし、第１５条を第１２条とし、第１６条を第１３条

とする。 

第１７条ただし書を削り、同条を第１４条とする。 

第１８条を第１５条とし、同条の次に次の３条を加える。 

（利用料金の納付等） 

第１６条 利用権利者は、第５条第１項の規定による利用の許可を受ける際

に、その利用に関し利用料金（地方自治法第２４４条の２第８項に規定す

る利用料金をいう。以下同じ。）を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により指定管理者に納付された利用料金は、指定管理者の収

入とする。 

３ 第１項の利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理

者が定める。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ市長の承認を受けなければならない。その額を変更しようとす

るときも、同様とする。 
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（利用料金の減免） 

第１７条 指定管理者は、利用権利者が公用若しくは公共用又は公益を目的

とする事業の用に供するためセンターの施設等を利用する場合で、必要が

あると認めるときは、市長の承認を得て、前条第１項の利用料金を減額し、

又は免除することができる。 

（利用料金の返還） 

第１８条 指定管理者が収受した利用料金は、返還しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を返還する。 

(1) センターの管理上特に必要があるため、利用の許可を取り消したとき。 

(2) 利用権利者の責めに帰することができない理由により、センターの施

設等を利用することができないとき。 

別表中「（第１０条関係）」を「（第１６条関係）」に改め、同表使用料の額

の欄中「使用料」を「利用料金」に改め、同表備考第４号中「超過使用料」

を「超過利用料金」に、「の使用料」を「の利用料金」に改め、同表備考第

５号から第１０号までの規定中「使用料」を「利用料金」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの条例による改

正前の上尾市文化センター条例の規定により市長がした利用の許可その他

の処分（施行日以後の利用に係るものに限る。）又は市長に対してされた

申請その他の行為（施行日以後に指定管理者（この条例による改正後の上

尾市文化センター条例（以下「新条例」という。）第１３条に規定する指

定管理者をいう。以下同じ。）が行うこととなる業務に係るものに限る。）

は、施行日以後における新条例の適用については、新条例の相当規定に基

づいて当該指定管理者がした利用の許可その他の処分又は当該指定管理者

に対してされた申請その他の行為とみなす。 
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提案理由  

上尾市文化センターの利用に係る料金を指定管理者の収入としたいので、

この案を提出する。 
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議案第５０号 

上尾市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

上尾市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例 

上尾市コミュニティセンター条例（昭和５８年上尾市条例第５号）の一部

を次のように改正する。 

第３条第２項中「第１６条」を「第１３条」に、「、第６条第１項及び第

８条」を「から第６条まで、第８条及び第９条」に改める。 

第５条第１項及び第３項中「市長」を「指定管理者」に改める。 

第９条第１項中「市長」を「指定管理者」に改め、同条第２項中「市」の

次に「又は指定管理者」を加える。 

第１３条から第１５条までを削り、第１６条を第１３条とする。 

第１７条ただし書を削り、同条を第１４条とする。 

第１８条を第１５条とし、同条の次に次の３条を加える。 

（利用料金の納付等） 

第１６条 利用権利者は、第５条第１項の規定による利用の許可を受ける際

に、その利用に関し利用料金（地方自治法第２４４条の２第８項に規定す

る利用料金をいう。以下同じ。）を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により指定管理者に納付された利用料金は、指定管理者の収

入とする。 

３ 第１項の利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理

者が定める。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ市長の承認を受けなければならない。その額を変更しようとす

るときも、同様とする。 

（利用料金の減免） 

第１７条 指定管理者は、利用権利者が公用若しくは公共用又は公益を目的
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とする事業の用に供するためセンターの施設等を利用する場合で、必要が

あると認めるときは、市長の承認を得て、前条第１項の利用料金を減額し、

又は免除することができる。 

（利用料金の返還） 

第１８条 指定管理者が収受した利用料金は、返還しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を返還する。 

(1) センターの管理上特に必要があるため、利用の許可を取り消したとき。 

(2) 利用権利者の責めに帰することができない理由により、センターの施

設等を利用することができないとき。 

別表中「（第１３条関係）」を「（第１６条関係）」に改め、同表備考第２号

中「使用料」を「利用料金」に改め、同表備考第５号中「超過使用料」を

「超過利用料金」に、「の使用料」を「の利用料金」に改め、同表備考第６

号から第８号までの規定中「使用料」を「利用料金」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの条例による改

正前の上尾市コミュニティセンター条例の規定により市長がした利用の許

可その他の処分（施行日以後の利用に係るものに限る。）又は市長に対し

てされた申請その他の行為（施行日以後に指定管理者（この条例による改

正後の上尾市コミュニティセンター条例（以下「新条例」という。）第１

３条に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）が行うこととなる業務に

係るものに限る。）は、施行日以後における新条例の適用については、新

条例の相当規定に基づいて当該指定管理者がした利用の許可その他の処分

又は当該指定管理者に対してされた申請その他の行為とみなす。 
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提案理由  

上尾市コミュニティセンターの利用に係る料金を指定管理者の収入とし

たいので、この案を提出する。 
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議案第５１号 

イコス上尾条例の一部を改正する条例の制定について 

イコス上尾条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

イコス上尾条例の一部を改正する条例 

イコス上尾条例（平成１４年上尾市条例第３１号）の一部を次のように改

正する。 

第３条第２項中「第１６条」を「第１３条」に、「、第６条第１項及び第

８条」を「から第６条まで、第８条及び第９条」に改める。 

第５条第１項及び第３項中「市長」を「指定管理者」に改める。 

第９条第１項中「市長」を「指定管理者」に改め、同条第２項中「市」の

次に「又は指定管理者」を加える。 

第１０条から第１２条までを削る。 

第１３条中「第９条第１項」を「前条第１項」に改め、同条を第１０条と

する。 

第１４条を第１１条とし、第１５条を第１２条とし、第１６条を第１３条

とする。 

第１７条ただし書を削り、同条を第１４条とする。 

第１８条を第１５条とし、同条の次に次の３条を加える。 

（利用料金の納付等） 

第１６条 利用権利者は、第５条第１項の規定による利用の許可を受ける際

に、その利用に関し利用料金（地方自治法第２４４条の２第８項に規定す

る利用料金をいう。以下同じ。）を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により指定管理者に納付された利用料金は、指定管理者の収

入とする。 

３ 第１項の利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理

者が定める。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ市長の承認を受けなければならない。その額を変更しようとす

るときも、同様とする。 
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（利用料金の減免） 

第１７条 指定管理者は、利用権利者が公用若しくは公共用又は公益を目的

とする事業の用に供するためイコス上尾の施設等を利用する場合で、必要

があると認めるときは、市長の承認を得て、前条第１項の利用料金を減額

し、又は免除することができる。 

（利用料金の返還） 

第１８条 指定管理者が収受した利用料金は、返還しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を返還する。 

(1) イコス上尾の管理上特に必要があるため、利用の許可を取り消したと

き。 

(2) 利用権利者の責めに帰することができない理由により、イコス上尾の

施設等を利用することができないとき。 

別表中「（第１０条関係）」を「（第１６条関係）」に改め、同表使用料の額

の欄中「使用料」を「利用料金」に改め、同表備考第２号中「使用料」を

「利用料金」に改め、同表備考第４号中「超過使用料」を「超過利用料金」

に、「の使用料」を「の利用料金」に改め、同表備考第５号から第８号まで

の規定中「使用料」を「利用料金」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの条例による改

正前のイコス上尾条例の規定により市長がした利用の許可その他の処分

（施行日以後の利用に係るものに限る。）又は市長に対してされた申請そ

の他の行為（施行日以後に指定管理者（この条例による改正後のイコス上

尾条例（以下「新条例」という。）第１３条に規定する指定管理者をいう。

以下同じ。）が行うこととなる業務に係るものに限る。）は、施行日以後に

おける新条例の適用については、新条例の相当規定に基づいて当該指定管

理者がした利用の許可その他の処分又は当該指定管理者に対してされた申

請その他の行為とみなす。 
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提案理由  

イコス上尾の利用に係る料金を指定管理者の収入としたいので、この案

を提出する。 
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議案第５２号 

上尾市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市都市公園条例の一部を改正する条例 

上尾市都市公園条例（昭和４８年上尾市条例第２８号）の一部を次のよう

に改正する。 

第７条第２項を次のように改める。 

２ 有料の公園施設を利用しようとする者は、指定管理者（第１８条に規定

する指定管理者をいう。次項、次条第３項及び第７条の３において同じ。）

の許可を受けなければならない。 

第７条第３項中「市長」を「指定管理者」に改める。 

第７条の３第１号中「午後７時」の次に「（日没の時刻が午後７時前であ

るときは、当該日没の時刻）」を加える。 

第１４条第３項を削る。 

第１５条第１項中「若しくは第３項」を削る。 

第１６条の２第２号を削り、同条第３号中「若しくは第３項又は第７条第

２項」を「又は第３項」に改め、同号を同条第２号とする。 

第２０条の２第１項中「（パークゴルフ場に限る。第２０条の４及び第２

０条の６において同じ。）」を削る。 

第２０条の３中「指定管理者は、」の次に「有料の公園施設（パークゴル

フ場に限る。次条第２項において同じ。）の利用について」を加える。 

別表第４中「第１４条、」を削り、同表 (1)の表中「庭球場使用料」を「庭

球場利用料金」に改め、同表 (1 )の表備考第３号中「使用料」を「利用料金」

に改め、同表 (2 )アの表中「野球場使用料」を「野球場利用料金」に改め、同

表 (2)アの表備考第３号中「使用料」を「利用料金」に改め、同号アからウま

での規定中「使用時間」を「利用時間」に改め、同表 (2)アの表備考第４号及

び第５号中「使用料」を「利用料金」に改め、同表 (2)アの表備考第６号及び

第７号中「超過使用料」を「超過利用料金」に改め、同表 (2 )イの表中「庭球

場使用料」を「庭球場利用料金」に改め、同表 (2 )イの表備考第３号及び第４

-32-



 

号中「使用料」を「利用料金」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第７条の３第１

号の改正規定は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの条例による改

正前の上尾市都市公園条例の規定により市長がした利用の許可その他の処

分（施行日以後の同条例第７条第１項に規定する有料の公園施設の利用に

係るものに限る。）又は市長に対してされた申請その他の行為（施行日以

後に指定管理者（この条例による改正後の上尾市都市公園条例（以下「新

条例」という。）第１８条に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）が行

うこととなる業務に係るものに限る。）は、施行日以後における新条例の

適用については、新条例の相当規定に基づいて当該指定管理者がした利用

の許可その他の処分又は当該指定管理者に対してされた申請その他の行為

とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

有料の公園施設のうち、平塚公園庭球場並びに上平公園野球場及び庭球

場の利用に係る料金を指定管理者の収入としたいので、この案を提出する。 
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議案第５３号 

上尾市自然学習館条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市自然学習館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市自然学習館条例の一部を改正する条例 

上尾市自然学習館条例（平成１１年上尾市条例第２８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第３条第２項中「第１６条」を「第１３条」に、「、第５条及び第８条」

を「から第６条まで、第８条及び第９条」に改める。 

第６条第１項及び第３項中「市長」を「指定管理者」に改める。 

第９条第１項中「市長」を「指定管理者」に改め、同条第２項中「市」の

次に「又は指定管理者」を加える。 

第１０条から第１２条までを削る。 

第１３条中「第９条第１項」を「前条第１項」に改め、同条を第１０条と

する。 

第１４条を第１１条とし、第１５条を第１２条とし、第１６条を第１３条

とする。 

第１７条ただし書を削り、同条を第１４条とする。 

第１８条を第１５条とし、同条の次に次の３条を加える。 

（利用料金の納付等） 

第１６条 利用権利者は、第６条第１項の規定による利用の許可を受ける際

に、その利用に関し利用料金（地方自治法第２４４条の２第８項に規定す

る利用料金をいう。以下同じ。）を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により指定管理者に納付された利用料金は、指定管理者の収

入とする。 

３ 第１項の利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理

者が定める。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ市長の承認を受けなければならない。その額を変更しようとす

るときも、同様とする。 
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（利用料金の減免） 

第１７条 指定管理者は、特に必要があると認めるときは、市長の承認を得

て、前条第１項の利用料金を減額し、又は免除することができる。 

（利用料金の返還） 

第１８条 指定管理者が収受した利用料金は、返還しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を返還する。 

(1) 学習館の管理上特に必要があるため、利用の許可を取り消したとき。 

(2) 利用権利者の責めに帰することができない理由により、学習館を利用

することができないとき。 

別表中「（第１０条関係）」を「（第１６条関係）」に改め、同表使用料の額

の欄中「使用料」を「利用料金」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの条例による改

正前の上尾市自然学習館条例の規定により市長がした利用の許可その他の

処分（施行日以後の利用に係るものに限る。）又は市長に対してされた申

請その他の行為（施行日以後に指定管理者（この条例による改正後の上尾

市自然学習館条例（以下「新条例」という。）第１３条に規定する指定管

理者をいう。以下同じ。）が行うこととなる業務に係るものに限る。）は、

施行日以後における新条例の適用については、新条例の相当規定に基づい

て当該指定管理者がした利用の許可その他の処分又は当該指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。 

 

 

 

 

提案理由  

上尾市自然学習館の利用に係る料金を指定管理者の収入としたいので、

この案を提出する。 
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議案第５４号 

上尾市バーベキュー場条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市バーベキュー場条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

上尾市バーベキュー場条例の一部を改正する条例 

上尾市バーベキュー場条例（平成１３年上尾市条例第１６号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第３項中「第１４条」を「第１１条」に、「第６条」を「第４条、

第６条及び第７条」に改める。 

第４条第１項及び第３項中「市長」を「指定管理者」に改める。 

第７条第１項中「市長」を「指定管理者」に改め、同条第２項中「市」の

次に「又は指定管理者」を加える。 

第８条から第１０条までを削る。 

第１１条中「第７条第１項」を「前条第１項」に改め、同条を第８条とす

る。 

第１２条を第９条とし、第１３条を第１０条とし、第１４条を第１１条と

する。 

第１５条ただし書を削り、同条を第１２条とする。 

第１６条を第１３条とし、同条の次に次の３条を加える。 

（利用料金の納付等） 

第１４条 利用権利者は、第４条第１項の規定による利用の許可を受ける際

に、その利用に関し利用料金（地方自治法第２４４条の２第８項に規定す

る利用料金をいう。以下同じ。）を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により指定管理者に納付された利用料金は、指定管理者の収

入とする。 

３ 第１項の利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理

者が定める。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ市長の承認を受けなければならない。その額を変更しようとす

るときも、同様とする。 
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（利用料金の減免） 

第１５条 指定管理者は、特に必要があると認めるときは、市長の承認を得

て、前条第１項の利用料金を減額し、又は免除することができる。 

（利用料金の返還） 

第１６条 指定管理者が収受した利用料金は、返還しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を返還する。 

(1) バーベキュー場の管理上特に必要があるため、利用の許可を取り消し

たとき。 

(2) 利用権利者の責めに帰することができない理由により、バーベキュー

場を利用することができないとき。 

別表中「（第８条関係）」を「（第１４条関係）」に改め、同表使用料の額の

欄中「使用料」を「利用料金」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの条例による改

正前の上尾市バーベキュー場条例の規定により市長がした利用の許可その

他の処分（施行日以後の利用に係るものに限る。）又は市長に対してされ

た申請その他の行為（施行日以後に指定管理者（この条例による改正後の

上尾市バーベキュー場条例（以下「新条例」という。）第１１条に規定す

る指定管理者をいう。以下同じ。）が行うこととなる業務に係るものに限

る。）は、施行日以後における新条例の適用については、新条例の相当規

定に基づいて当該指定管理者がした利用の許可その他の処分又は当該指定

管理者に対してされた申請その他の行為とみなす。 

 

 

 

提案理由  

上尾市バーベキュー場の利用に係る料金を指定管理者の収入としたいの

で、この案を提出する。 
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議案第５５号 

上尾・伊奈広域ごみ処理施設建設候補地評価基準検討会議設置条例を

廃止する条例の制定について 

上尾・伊奈広域ごみ処理施設建設候補地評価基準検討会議設置条例を廃止

する条例を次のように定める。 

  令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔     

上尾・伊奈広域ごみ処理施設建設候補地評価基準検討会議設置条例を

廃止する条例 

上尾・伊奈広域ごみ処理施設建設候補地評価基準検討会議設置条例（令和

元年上尾市条例第１号）は、廃止する。  

   附 則  

 この条例は、令和２年７月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

上尾市及び伊奈町が広域ごみ処理施設の建設候補地の選定に関する評価

基準を制定したことに伴い、所掌事務を終えた上尾・伊奈広域ごみ処理施

設建設候補地評価基準検討会議を廃止したいので、この案を提出する。 
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議案第５６号 

上尾・伊奈広域ごみ処理施設建設候補地評価基準検討会議の共同設置

の廃止に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項の規定によ

り、令和２年６月３０日をもって上尾市及び伊奈町が共同して設置した上尾

・伊奈広域ごみ処理施設建設候補地評価基準検討会議を協議により廃止する

ことについて、同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項

本文の規定により、議会の議決を求める。 

  令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

令和２年６月３０日をもって上尾市及び伊奈町が共同して設置した上尾

・伊奈広域ごみ処理施設建設候補地評価基準検討会議を協議により廃止し

たいので、地方自治法第２５２条の７第３項において準用する同法第２５

２条の２の２第３項本文の規定により、この案を提出する。 
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議案第５７号  

専決処分の承認を求めることについて  

 上尾市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のとおり専決処分し

たので、その承認を求める。 

令和２年６月８日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）が令和２年３

月３１日に公布されたことに伴い、緊急に上尾市税条例を改正する必要が

生じ、同日上尾市税条例の一部を改正する条例を専決処分したので、地方

自治法第１７９条第３項の規定により、この案を提出する。 
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専 決 処 分 書 

下記の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項本文の規定により、専決処分する。 

令和２年３月３１日 

上尾市長  畠 山  稔  

記 

上尾市税条例の一部を改正する条例 

上尾市税条例（昭和３０年上尾市条例第１３号）の一部を次のように改正

する。 

第５４条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改め、同

条第４項中「によって」を「により」に、「にあっては」を「には」に改め、

「これを」を削り、「課する」の次に「ことができる」を加え、同項に後段

として次のように加える。 

この場合において、市は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、

その旨を当該使用者に通知しなければならない。 

第５４条第７項中「第３４３条第９項」を「第３４３条第１０項」に改め、

同項を同条第８項とし、第６項中「によって」を「により」に、「第４９条

の２」を「第４９条の３」に改め、「みなす」の次に「ことができる」を加

え、同項を同条第７項とし、同条第５項中「によって」を「により」に、

「においては」を「には」に、「登録されている」を「登録がされている」

に改め、「みなす」の次に「ことができる」を加え、同項を同条第６項とし、

同条第４項の次に次の１項を加える。 

５ 令第４９条の２各号に掲げる措置をとる方法により探索を行ってもなお

固定資産の所有者の存在が不明である場合（前項に規定する場合を除く。）

には、その使用者を所有者とみなして、固定資産課税台帳に登録し、その

者に固定資産税を課することができる。この場合において、市は、当該登

録をしようとするときは、あらかじめ、その旨を当該使用者に通知しなけ

ればならない。 

第６１条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を

「第３４９条の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９

項」を「第３４９条の３第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９条の３
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第３０項」を「第３４９条の３第２９項」に改める。 

第９６条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項（法

第４６９条第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」に、「第１６条の

２の３」を「第１６条の２の３第２項」に、「提出しない場合には、適用し

ない」を「提出している場合に限り、適用する」に改め、同項を同条第３項

とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規

定は、卸売販売業者等が、同条第１号又は第２号に掲げる製造たばこの売

渡し又は消費等について、第９８条第１項又は第２項の規定による申告書

に前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の適

用を受けようとする製造たばこに係るたばこ税額を記載し、かつ、施行規

則第１６条の２の３第１項に規定する書類を保存している場合に限り、適

用する。 

 第９８条第１項中「第９６条第２項」を「第９６条第３項」に改める。 

第１２３条第６項中「第５４条第６項」を「第５４条第７項」に改める。 

第１３３条第２項中「第３４９条の３第１０項から第１２項まで、第２２

項、第２３項、第２４項、第２６項、第２８項から第３１項まで、第３３項

又は第３４項」を「第３４９条の３第９項から第１１項まで、第２１項から

第２３項まで、第２５項、第２７項から第３０項まで、第３２項又は第３３

項」に改める。 

附則第１０条の２第１項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日

まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に改め、同条第

２項を削り、同条第３項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日ま

で」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「附則第１５

条第２項第６号」を「附則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２

項とし、同条第４項を同条第３項とし、同条第５項を同条第４項とし、同条

第６項中「令和２年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に、「附則第１

５条第２９項」を「附則第１５条第２６項」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第７項中「附則第１５条第３０項第１号」を「附則第１５条第２７項第

１号」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第１５条第３０

項第２号」を「附則第１５条第２７項第２号」に改め、同項を同条第７項と
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し、同条第９項中「附則第１５条第３０項第３号」を「附則第１５条第２７

項第３号」に改め、同項を同条第８項とし、同条第１０項中「附則第１５条

第３１項第１号」を「附則第１５条第２８項第１号」に改め、同項を同条第

９項とし、同条第１１項中「附則第１５条第３１項第２号」を「附則第１５

条第２８項第２号」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第１２項中「平

成３０年４月１日から令和２年３月３１日まで」を「令和２年４月１日から

令和４年３月３１日まで」に、「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則

第１５条第３０項第１号イ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３

項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日まで」を「令和２年４月

１日から令和４年３月３１日まで」に、「附則第１５条第３３項第１号ロ」

を「附則第１５条第３０項第１号ロ」に改め、同項を同条第１２項とし、同

条第１４項を削り、同条第１５項中「平成３０年４月１日から令和２年３月

３１日まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「附

則第１５条第３３項第１号ニ」を「附則第１５条第３０項第１号ハ」に改め、

同項を同条第１３項とし、同条第１６項中「平成３０年４月１日から令和２

年３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、

「附則第１５条第３３項第１号ホ」を「附則第１５条第３０項第１号ニ」に

改め、同項を同条第１４項とし、同条第１７項中「平成３０年４月１日から

令和２年３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日ま

で」に、「附則第１５条第３３項第２号イ」を「附則第１５条第３０項第２

号イ」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１８項中「平成３０年４月

１日から令和２年３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月

３１日まで」に、「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第１５条第３

０項第２号ロ」に改め、同項を同条第１６項とし、同項の次に次の１項を加

える。 

１７ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された法附

則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備に係る固定資産税の課税標準

となるべき価格に乗ずる同号に規定する条例で定める割合は、４分の３と

する。 

附則第１０条の２第１９項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１

日まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「附則第
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１５条第３３項第３号イ」を「附則第１５条第３０項第３号イ」に改め、同

項を同条第１８項とし、同条第２０項中「平成３０年４月１日から令和２年

３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、

「附則第１５条第３３項第３号ロ」を「附則第１５条第３０項第３号ロ」に

改め、同項を同条第１９項とし、同条第２１項中「平成３０年４月１日から

令和２年３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日ま

で」に、「附則第１５条第３３項第３号ハ」を「附則第１５条第３０項第３

号ハ」に改め、同項を同条第２０項とし、同条第２２項中「令和２年３月３

１日」を「令和５年３月３１日」に、「附則第１５条第３８項」を「附則第

１５条第３４項」に改め、同項を同条第２１項とし、同条第２３項を削り、

同条第２４項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第３８項」に改

め、同項を同条第２２項とし、同条第２５項中「附則第１５条第４５項」を

「附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第２３項とし、同条第２６項

中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４１項」に改め、同項を同

条第２４項とし、同項の次に次の１項を加える。 

２５ 令和２年４月１日から令和５年３月３１日までの間に指定された法附

則第１５条４７項に規定する浸水被害軽減地区内にある土地に係る固定資

産税又は都市計画税の課税標準となるべき価格に乗ずる同項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

附則第１０条の２第２７項を同条第２６項とする。 

附則第１１条の２の見出し中「平成３０年度又は平成３１年度」を「平成

３１年度又は令和２年度」に改める。 

附則第１６条の３中「、第１９項、第２１項から第２５項まで、第２７項、

第２８項、第３２項、第３６項、第４０項、第４３項から第４５項まで若し

くは第４８項から第５０項まで」を「から２２項まで、第２４項、第２５項、

第２９項、第３３項、第３７項から第３９項まで、第４２項から第４４項ま

で、第４７項若しくは第４８項」に、「第３４項」を「第３３項」に、「又は

法」を「又は」に改める。 

附則第１６条の５第１項から第５項まで、第１６条の７並びに第１６条の

９第１項及び第２項中「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又は」

に改める。 
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附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の上尾市税条

例（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和

２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成３１年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第５４条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税

について適用し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の

例による。 

３ 新条例第５４条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税

について適用する。 

４ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方

税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による

改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下この条及び次条第２

項において「旧法」という。）附則第１５条第２項に規定する施設又は設

備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

５ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得され

た旧法附則第１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備

に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

６ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得され

た旧法附則第１５条第４０項に規定する家屋及び償却資産に対して課する

固定資産税については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する

部分は、令和２年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成３１

年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

２ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得され

た旧法附則第１５条第４０項に規定する家屋に対して課する都市計画税に

ついては、なお従前の例による。 
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３  この条例の施行の日から都市再生特別措置法等の一部を改正する法律

（令和２年法律第  号）の施行の日の前日までの間における新条例附則

第１６条の３の規定の適用については、同条中「、第４７項若しくは第４

８項」とあるのは、「若しくは第４７項」とする。 
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議案第５８号  

専決処分の承認を求めることについて  

 上尾市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、その承認を求める。 

令和２年６月８日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

地方税法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第１０９号）が令

和２年３月３１日に公布されたことに伴い、緊急に上尾市国民健康保険税

条例を改正する必要が生じ、同日上尾市国民健康保険税条例の一部を改正

する条例を専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定により、

この案を提出する。 
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専 決 処 分 書 

下記の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項本文の規定により、専決処分する。 

令和２年３月３１日 

上尾市長  畠 山  稔  

記 

上尾市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

上尾市国民健康保険税条例（昭和３０年上尾市条例第５１号）の一部を次

のように改正する。 

第１９条第２号中「２８万円」を「２８万５，０００円」に改め、同条第

３号中「５１万円」を「５２万円」に改める。  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の上尾市国民健康保険税条例第１９条の規定は、

令和２年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成３１年度

分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第５９号  

専決処分の承認を求めることについて  

令和２年度上尾市一般会計補正予算（第１号）について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により別紙のとおり専

決処分したので、その承認を求める。  

令和２年６月８日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、小規模事業者経営改善資金利

子補給補助金を交付し、及び事業者向けワンストップ窓口を開設するため、

その経費を計上した令和２年度上尾市一般会計補正予算（第１号）を緊急

に編成する必要が生じ、令和２年４月２８日専決処分したので、地方自治

法第１７９条第３項の規定により、この案を提出する。  
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令
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正

前
の

額
補

正
額

計

 
2
0
繰

越
金

5
0
0
,
0
0
0

3
,
4
6
6

5
0
3
,
4
6
6

 
 
1
繰

越
金

5
0
0
,
0
0
0

3
,
4
6
6

5
0
3
,
4
6
6

歳
入

合
計

6
5
,
7
4
0
,
0
0
0

3
,
4
6
6

6
5
,
7
4
3
,
4
6
6

歳
　
出

単
位

：
千

円

款
項

補
正

前
の

額
補

正
額

計

 
 
6
商

工
費

4
5
8
,
1
6
2

3
,
4
6
6

4
6
1
,
6
2
8

 
 
1
商

工
費

4
5
8
,
1
6
2

3
,
4
6
6

4
6
1
,
6
2
8

歳
出

合
計

6
5
,
7
4
0
,
0
0
0

3
,
4
6
6

6
5
,
7
4
3
,
4
6
6
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歳
　
入
　
歳
　
出
　
補
　
正
　
予
　
算
　
事
　
項
　
別

　
明
　
細
　
書

１
 
 
総
　
括

（
歳

　
入

）
単

位
：

千
円

款
補

正
前

の
額

補
正

額
計

 
2
0
繰

越
金

5
0
0
,
0
0
0

3
,
4
6
6

5
0
3
,
4
6
6

歳
入

合
計

6
5
,
7
4
0
,
0
0
0

3
,
4
6
6

6
5
,
7
4
3
,
4
6
6

（
歳

　
出

）
単

位
：

千
円

補
　

正
　

額
　

の
　

財
　

源
　

内
　

訳

款
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
　

 
 
 
定

 
　

 
 
 
 
財

源

国
県

支
出

金
地

 
 
方

 
 
債

そ
 
 
の

 
 
他

 
 
6
商

工
費

4
5
8
,
1
6
2

3
,
4
6
6

4
6
1
,
6
2
8

0
0

0
3
,
4
6
6

歳
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
計

6
5
,
7
4
0
,
0
0
0

3
,
4
6
6

6
5
,
7
4
3
,
4
6
6

0
0

0
3
,
4
6
6

一
 
般

 
財

 
源
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２
　
　
歳
　
入

（
款

）
2
0
　

繰
越

金
 
 
（

項
）

 
1
　

繰
越

金
単

位
：

千
円

節
補

 
正

 
額

区
　

　
分

金
　

　
額

(
 
累

 
 
計

 
)

 
1
　

繰
越

金
5
0
0
,
0
0
0

3
,
4
6
6

5
0
3
,
4
6
6
 
1
繰

越
金

3
,
4
6
6
繰

越
金

 
3
,
4
6
6
 

 
(
5
0
3
,
4
6
6
)

　
 
計

5
0
0
,
0
0
0

3
,
4
6
6

5
0
3
,
4
6
6

目
補

正
前

の
額

補
　

正
　

額
計

説
明

３
　
　
歳
　
出

（
款

）
 
6
 
商

工
費

　
（

項
）

 
1
　

商
工

費
単

位
：

千
円

補
　

正
　

額
補

 
正

 
額

 
の

 
財

 
源

 
内

 
訳

節
 
 
・

 
 
説

 
 
明

目
(

補
正

前
の

額
)

特
　

定
　

財
　

源
事

 
 
業

 
 
概

 
 
要

(
計

)
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

 
1
　

商
工

総
務

費
6
2
6

0
0

0
6
2
6
 
1
報

酬
5
3
8
 
(
職

員
課

)

　
会

計
年

度
任

用
職

員
報

酬
5
3
8
 
○

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
 
6
2
6
 

(
7
5
,
6
5
7
)

(
2
,
5
1
6
)

(
2
,
6
7
3
)

4
人

 
1
報

酬
5
3
8
 

(
7
6
,
2
8
3
)

 
3
職

員
手

当
等

6
4
 

(
2
,
5
1
6
)

　
会

計
年

度
任

用
職

員
手

当
6
4
 

 
3
職

員
手

当
等

6
4
 

(
6
4
)

(
6
4
)

 
8
旅

費
2
4
 

 
8
旅

費
2
4
 

　
会

計
年

度
任

用
職

員
費

用
弁

償
2
4
 

(
9
3
)

(
9
3
)

 
2
　

商
工

業
振

興
費

2
,
8
4
0

0
0

0
2
,
8
4
0
 
7
報

償
費

1
,
2
0
0
 
(
商

工
課

)

 
 
社

会
保

険
労

務
士

等
謝

礼
1
,
2
0
0
 
○

中
小

企
業

支
援

事
業

2
,
8
4
0
 

(
1
2
6
,
9
7
3
)

(
1
,
2
0
0
)

(
2
,
8
4
0
)

1
0
需

用
費

1
2
5
 

 
7
報

償
費

1
,
2
0
0
 

(
1
2
9
,
8
1
3
)

　
消

耗
品

費
1
2
5
 

(
1
,
2
0
0
)

(
2
7
1
)
　

1
0
需

用
費

1
2
5
 

1
1
役

務
費

6
6
 

(
1
2
5
)

　
手

数
料

6
6
 
　

1
1
役

務
費

6
6
 

(
8
8
)

(
6
6
)

1
7
備

品
購

入
費

2
7
8
 
　

1
7
備

品
購

入
費

2
7
8
 

　
パ

ー
テ

ー
シ

ョ
ン

購
入

費
2
7
8
 

(
2
7
8
)

(
2
7
8
)
　

1
8
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

 
 
1
,
1
7
1
 

1
8
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

1
,
1
7
1
 

(
1
,
1
7
1
)

マ
ル

経
融

資
利

子
補

給
補

助
金

1
,
1
7
1
 

(
1
,
1
7
1
)

3
,
4
6
6

0
0

0
3
,
4
6
6

　
　

計
(

4
5
8
,
1
6
2
)

(
4
6
1
,
6
2
8
)

補
 
正

 
額

(
 
累

 
 
計

 
)

一
般

財
源

区
　

　
分

補
 
正

 
額

(
 
累

 
 
計

 
)
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一

 
般

 
職

 
総

 
括

単
位

：
千

円

（
)

（
)

（
）

(
 
)
内

は
、

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

及
び

パ
ー

ト
タ

イ
ム

会
計

年
度

任
用

職
員

で
外

書
き

単
位

：
千

円

会
計

年
度

任
用

職
員

単
位

：
千

円

（
)

（
)

（
）

(
 
)
内

は
、

パ
ー

ト
タ

イ
ム

会
計

年
度

任
用

職
員

で
外

書
き

単
位

：
千

円

給
　

　
与

　
　

費
　

　
明

　
　

細
　

　
書

職
 
員

 
手

 
当

 
の

 
内

 
訳

区
分

地
域

手
当

通
勤

手
当

期
末

勤
勉

手
当

9
,
0
2
8

2
,
4
8
7

1
2
1
,
9
1
1

比
較

比
較

0
0

6
4

補
　

正
　

後
9
,
0
2
8

2
,
4
8
7

1
2
1
,
9
7
5

補
　

正
　

前0
5
3
8

0
6
4

6
0
2

0
6
0
2

補
　

　
正

　
　

前
1
,
1
4
0 0

1
,
0
0
5
,
5
6
5

1
5
4
,
3
6
0

1
3
3
,
4
2
6

1
,
2
9
3
,
3
5
1

1
6
3
,
7
3
7

1
,
4
5
7
,
0
8
8

4

補
　

　
正

　
　

後
1
,
1
4
4 0

1
,
0
0
6
,
1
0
3

1
5
4
,
3
6
0

1
3
3
,
4
9
0

1
,
2
9
3
,
9
5
3

1
6
3
,
7
3
7

1
,
4
5
7
,
6
9
0

区
分

職
 
員

 
数

（
人

）
備

考
給

　
　

与
　

　
費

共
 
済

 
費

合
　

　
計

報
　

酬
給

　
料

職
員

手
当

計

管
理

職
手

当
期

末
勤

勉
手

当

給
　

　
与

　
　

費
報

　
酬

給
　

料
職

員
手

当
計

合
　

　
計

備
考

共
 
済

 
費

1
,
0
0
6
,
1
0
3

1
,
0
0
5
,
5
6
5

5
3
8

5
,
2
2
9
,
0
6
8

5
,
2
2
9
,
0
6
8 0

3
,
5
3
6
,
9
8
6

3
,
5
3
6
,
9
2
2

6
4

9
,
7
7
2
,
1
5
7

0
6
4

1
2
5
,
8
2
0

2
,
3
1
3
,
2
1
6

補
　

正
　

前
1
3
5
,
0
8
6

3
3
2
,
7
4
2

7
6
,
9
9
4

7
6
,
9
3
2

2
1
,
6
0
6

4
5
2
,
5
3
4

2
,
0
5
6

1
2
5
,
8
2
0

2
,
3
1
3
,
1
5
2

補
　

正
　

後
1
3
5
,
0
8
6

3
3
2
,
7
4
2

7
6
,
9
9
4

7
6
,
9
3
2

2
1
,
6
0
6

4
5
2
,
5
3
4

2
,
0
5
6

比
較

0
0

0
0

0

職
 
員

 
手

 
当

 
の

 
内

 
訳

区
分

扶
養

手
当

地
域

手
当

住
居

手
当

通
勤

手
当

特
殊

勤
務

手
当

時
間

外
勤

務
手

当
管

理
職

員
特

別
勤

務
手

当

0
0

1
,
3
1
2

1
,
2
0
8

補
　

　
正

　
　

後
1
,
2
1
2

2
,
6
6
5
,
7
0
5

1
2
,
4
3
7
,
8
6
2

区
分

職
 
員

 
数

（
人

）

0
比

較
6
0
2

0
6
0
2

1
,
3
1
2 4

補
　

　
正

　
　

前
9
,
7
7
1
,
5
5
5

2
,
6
6
5
,
7
0
5

1
2
,
4
3
7
,
2
6
0
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議案第６０号  

専決処分の承認を求めることについて  

令和２年度上尾市一般会計補正予算（第２号）について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により別紙のとおり専

決処分したので、その承認を求める。  

令和２年６月８日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の閣議決定を踏まえ、特別定額

給付金及び子育て世帯への臨時特別給付金を支給するため、その経費を計

上した令和２年度上尾市一般会計補正予算（第２号）を緊急に編成する必

要が生じ、令和２年４月３０日専決処分したので、地方自治法第１７９条

第３項の規定により、この案を提出する。  
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専
決

処
分

書
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
令
和
２
年
度
上
尾
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
６
７
号
）
第
１
７
９
条
第
１
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り

専
決
処
分
す
る
。
 

   

 
令
和
２
年
４
月
３
０
日
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上

尾
市

長
 
 
 
 
 
 
 
  
  

 畠
山

 
稔
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令
和
２
年
度
上
尾
市
の
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）
 

第
１
条
  

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
２
３
，
４
８
９
，
３
０
９
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
８
９
，
２
３
２
，
７
７
５
 

 
千
円
と
す
る
。
 

２
 
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出
予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
 
歳
入
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。
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第
 
１
 
表
 
 
歳
 
 
入
 
 
歳
 
 
出
　
予
 
 
算
 
 
補
 
 
正

歳
　
入

単
位

：
千

円

款
項

補
正

前
の

額
補

正
額

計

 
1
5
国

庫
支

出
金

1
1
,
3
0
1
,
0
9
6

2
3
,
4
6
0
,
3
6
0

3
4
,
7
6
1
,
4
5
6

 
 
2
国

庫
補

助
金

8
8
2
,
2
9
1

2
3
,
4
6
0
,
3
6
0

2
4
,
3
4
2
,
6
5
1

 
2
0
繰

越
金

5
0
3
,
4
6
6

2
8
,
9
4
9

5
3
2
,
4
1
5

 
 
1
繰

越
金

5
0
3
,
4
6
6

2
8
,
9
4
9

5
3
2
,
4
1
5

歳
入

合
計

6
5
,
7
4
3
,
4
6
6

2
3
,
4
8
9
,
3
0
9

8
9
,
2
3
2
,
7
7
5

歳
　
出

単
位

：
千

円

款
項

補
正

前
の

額
補

正
額

計

 
 
3
民

生
費

3
2
,
6
1
6
,
7
5
5

2
3
,
4
8
9
,
3
0
9

5
6
,
1
0
6
,
0
6
4

 
 
1
社

会
福

祉
費

1
3
,
1
3
1
,
1
5
5

2
3
,
1
9
9
,
1
9
3

3
6
,
3
3
0
,
3
4
8

 
 
2
児

童
福

祉
費

1
5
,
2
6
5
,
4
1
2

2
9
0
,
1
1
6

1
5
,
5
5
5
,
5
2
8

歳
出

合
計

6
5
,
7
4
3
,
4
6
6

2
3
,
4
8
9
,
3
0
9

8
9
,
2
3
2
,
7
7
5
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歳
　
入
　
歳
　
出
　
補
　
正
　
予
　
算
　
事
　
項
　
別

　
明
　
細
　
書

１
 
 
総
　
括

（
歳

　
入

）
単

位
：

千
円

款
補

正
前

の
額

補
正

額
計

 
1
5
国

庫
支

出
金

1
1
,
3
0
1
,
0
9
6

2
3
,
4
6
0
,
3
6
0

3
4
,
7
6
1
,
4
5
6

 
2
0
繰

越
金

5
0
3
,
4
6
6

2
8
,
9
4
9

5
3
2
,
4
1
5

歳
入

合
計

6
5
,
7
4
3
,
4
6
6

2
3
,
4
8
9
,
3
0
9

8
9
,
2
3
2
,
7
7
5

（
歳

　
出

）
単

位
：

千
円

補
　

正
　

額
　

の
　

財
　

源
　

内
　

訳

款
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
　

 
 
 
定

 
　

 
 
 
 
財

源

国
県

支
出

金
地

 
 
方

 
 
債

そ
 
 
の

 
 
他

 
 
3
民

生
費

3
2
,
6
1
6
,
7
5
5

2
3
,
4
8
9
,
3
0
9

5
6
,
1
0
6
,
0
6
4

2
3
,
4
6
0
,
3
6
0

0
0

2
8
,
9
4
9

歳
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
計

6
5
,
7
4
3
,
4
6
6

2
3
,
4
8
9
,
3
0
9

8
9
,
2
3
2
,
7
7
5

2
3
,
4
6
0
,
3
6
0

0
0

2
8
,
9
4
9

一
 
般

 
財

 
源
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２
　
　
歳
　
入

（
款

）
1
5
　

国
庫

支
出

金
 
 
（

項
）

 
2
　

国
庫

補
助

金
単

位
：

千
円

節
補

 
正

 
額

区
　

　
分

金
　

　
額

(
 
累

 
 
計

 
)

 
2
　

民
生

費
国

庫
補

助
金

5
2
8
,
5
0
8

2
3
,
4
6
0
,
3
6
0

2
3
,
9
8
8
,
8
6
8
 
1
社

会
福

祉
費

補
助

金
2
3
,
1
7
0
,
2
4
4
特

別
定

額
給

付
金

給
付

事
務

費
補

助
金

2
0
1
,
4
4
4
 

 
(
2
0
1
,
4
4
4
)

　
補

助
率

 
1
0
/
1
0

特
別

定
額

給
付

金
給

付
事

業
費

補
助

金
2
2
,
9
6
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議案第６１号  

専決処分の承認を求めることについて  

令和２年度上尾市一般会計補正予算（第３号）について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により別紙のとおり専

決処分したので、その承認を求める。  

令和２年６月８日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、ひとり親家庭等子育て支援臨

時給付金及び中小・小規模事業者売上回復支援金等を支給するため、その

経費を計上した令和２年度上尾市一般会計補正予算（第３号）を緊急に編

成する必要が生じ、令和２年５月１３日専決処分したので、地方自治法第

１７９条第３項の規定により、この案を提出する。  
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専
決

処
分

書
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
令
和
２
年
度
上
尾
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
６
７
号
）
第
１
７
９
条
第
１
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り

専
決
処
分
す
る
。
 

   

 
令
和
２
年
５
月
１
３
日
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上

尾
市

長
 
 
 
 
 
 
 
  
  

 畠
山

 
稔
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令
和
２
年
度
上
尾
市
の
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）
 

第
１
条
  

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
９
９
，
６
０
１
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
８
９
，
６
３
２
，
３
７
６
千
円
と

す
る
。
 

２
 
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出
予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
 
歳
入
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。
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第
 
１
 
表
 
 
歳
 
 
入
 
 
歳
 
 
出
　
予
 
 
算
 
 
補
 
 
正

歳
　
入

単
位

：
千

円

款
項

補
正

前
の

額
補

正
額

計

 
1
9
繰

入
金

2
,
2
5
4
,
8
6
5

3
9
9
,
6
0
1

2
,
6
5
4
,
4
6
6

 
 
1
基

金
繰

入
金

2
,
2
5
4
,
8
6
4

3
9
9
,
6
0
1

2
,
6
5
4
,
4
6
5

歳
入

合
計

8
9
,
2
3
2
,
7
7
5

3
9
9
,
6
0
1

8
9
,
6
3
2
,
3
7
6

歳
　
出

単
位

：
千

円

款
項

補
正

前
の

額
補

正
額

計

 
 
3
民

生
費

5
6
,
1
0
6
,
0
6
4

6
4
,
0
6
1

5
6
,
1
7
0
,
1
2
5

 
 
2
児

童
福

祉
費

1
5
,
5
5
5
,
5
2
8

6
4
,
0
6
1

1
5
,
6
1
9
,
5
8
9

 
 
6
商

工
費

4
6
1
,
6
2
8

3
3
5
,
5
4
0

7
9
7
,
1
6
8

 
 
1
商

工
費

4
6
1
,
6
2
8

3
3
5
,
5
4
0

7
9
7
,
1
6
8

歳
出

合
計

8
9
,
2
3
2
,
7
7
5

3
9
9
,
6
0
1

8
9
,
6
3
2
,
3
7
6
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歳
　
入
　
歳
　
出
　
補
　
正
　
予
　
算
　
事
　
項
　
別

　
明
　
細
　
書

１
 
 
総
　
括

（
歳

　
入

）
単

位
：

千
円

款
補

正
前

の
額

補
正

額
計

 
1
9
繰

入
金

2
,
2
5
4
,
8
6
5

3
9
9
,
6
0
1

2
,
6
5
4
,
4
6
6

歳
入

合
計

8
9
,
2
3
2
,
7
7
5

3
9
9
,
6
0
1

8
9
,
6
3
2
,
3
7
6

（
歳

　
出

）
単

位
：

千
円

補
　

正
　

額
　

の
　

財
　

源
　

内
　

訳

款
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
　

 
 
 
定

 
　

 
 
 
 
財

源

国
県

支
出

金
地

 
 
方

 
 
債

そ
 
 
の

 
 
他

3
民

生
費

5
6
,
1
0
6
,
0
6
4

6
4
,
0
6
1

5
6
,
1
7
0
,
1
2
5

0
0

0
6
4
,
0
6
1

6
商

工
費

4
6
1
,
6
2
8

3
3
5
,
5
4
0

7
9
7
,
1
6
8

0
0

0
3
3
5
,
5
4
0

歳
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
計

8
9
,
2
3
2
,
7
7
5

3
9
9
,
6
0
1

8
9
,
6
3
2
,
3
7
6

0
0

0
3
9
9
,
6
0
1

一
 
般

 
財

 
源
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２
　
　
歳
　
入

（
款

）
1
9
　

繰
入

金
 
 
（

項
）

 
1
　

基
金

繰
入

金
単

位
：

千
円

節
補

 
正

 
額

区
　

　
分

金
　

　
額

(
 
累

 
 
計

 
)

 
1
　

財
政

調
整

基
金

繰
入

金
2
,
0
2
8
,
3
9
5

3
9
9
,
6
0
1

2
,
4
2
7
,
9
9
6
 
1
財

政
調

整
基

金
繰

入
金

3
9
9
,
6
0
1
財

政
調

整
基

金
繰

入
金

3
9
9
,
6
0
1

 
(
2
,
4
2
7
,
9
9
6
)

　
 
計

2
,
2
5
4
,
8
6
4

3
9
9
,
6
0
1

2
,
6
5
4
,
4
6
5

目
補

正
前

の
額

補
　

正
　

額
計

説
明

-71-



３
　
　
歳
　
出

（
款

）
 
3
 
民

生
費

　
（

項
）

 
2
　

児
童

福
祉

費
単

位
：

千
円

補
　

正
　

額
補

 
正

 
額

 
の

 
財

 
源

 
内

 
訳

節
 
 
・

 
 
説

 
 
明

目
(

補
正

前
の

額
)

特
　

定
　

財
　

源
事

 
 
業

 
 
概

 
 
要

(
計

)
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

 
2
　

児
童

措
置

費
6
4
,
0
6
1

0
0

0
6
4
,
0
6
1
1
0
需

用
費

3
0
 
(
子

ど
も

支
援

課
)

　
消

耗
品

費
3
 
○

ひ
と

り
親

家
庭

等
子

育
て

支
援

臨
時

給
付

金

(
1
0
,
4
3
4
,
8
8
9
)

(
1
0
9
)
支

給
事

業
6
4
,
0
6
1
 

　
印

刷
製

本
費

2
7
 

(
6
4
,
0
6
1
)

(
1
0
,
4
9
8
,
9
5
0
)

(
6
4
1
)
　

1
0
需

用
費

3
0
 

1
1
役

務
費

4
3
1
 

(
3
0
)

　
通

信
運

搬
費

2
5
2
 
　

1
1
役

務
費

4
3
1
 

(
2
,
6
6
5
)

(
4
3
1
)

　
手

数
料

1
7
9
 
　

1
9
扶

助
費

6
3
,
6
0
0
 

(
3
,
2
4
9
)

(
6
3
,
6
0
0
)

1
9
扶

助
費

6
3
,
6
0
0
 

　
ひ

と
り

親
家

庭
等

子
育

て
支

援
臨

時
給

付
金

6
3
,
6
0
0
 

(
6
3
,
6
0
0
)

6
4
,
0
6
1

0
0

0
6
4
,
0
6
1

　
　

計
(

1
5
,
5
5
5
,
5
2
8
)

(
1
5
,
6
1
9
,
5
8
9
)

（
款

）
 
6
 
商

工
費

　
（

項
）

 
1
　

商
工

費
 
1
　

商
工

総
務

費
1
,
3
5
0

0
0

0
1
,
3
5
0
 
1
報

酬
1
,
2
9
6
 
(
職

員
課

)

　
会

計
年

度
任

用
職

員
報

酬
1
,
2
9
6
 
○

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
 
1
,
3
5
0
 

(
7
6
,
2
8
3
)

(
3
,
8
1
2
)

(
4
,
0
2
3
)

5
人

 
1
報

酬
1
,
2
9
6
 

(
7
7
,
6
3
3
)

 
8
旅

費
5
4
 

(
3
,
8
1
2
)

　
会

計
年

度
任

用
職

員
費

用
弁

償
5
4
 

 
8
旅

費
5
4
 

(
1
4
7
)

(
1
4
7
)

 
2
　

商
工

業
振

興
費

3
3
4
,
1
9
0

0
0

0
3
3
4
,
1
9
0
1
0
需

用
費

3
3
7
 
(
商

工
課

)

　
消

耗
品

費
2
6
0
 
○

中
小

・
小

規
模

事
業

者
売

上
回

復
支

援
金

事

(
1
2
9
,
8
1
3
)

(
5
3
1
)
業

3
1
8
,
6
5
0
 

　
印

刷
製

本
費

7
7
 

(
3
1
8
,
6
5
0
)

(
4
6
4
,
0
0
3
)

(
5
6
9
)
　

1
0
需

用
費

2
9
7
 

1
1
役

務
費

3
,
0
6
1
 

(
2
9
7
)

　
通

信
運

搬
費

1
,
7
1
8
 
　

1
1
役

務
費

3
,
0
6
1
 

(
2
,
2
3
6
)

(
3
,
0
6
1
)

補
 
正

 
額

(
 
累

 
 
計

 
)

一
般

財
源

区
　

　
分

補
 
正

 
額

(
 
累

 
 
計

 
)
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（
款

）
 
6
 
商

工
費

 
 
（

項
）

 
1
　

商
工

費
単

位
：

千
円

　
手

数
料

1
,
3
4
3
 
　

1
7
備

品
購

入
費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
9
2
 

(
1
,
4
3
1
)

(
2
9
2
)

1
7
備

品
購

入
費

2
9
2
 
　

1
8
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

 
 
3
1
5
,
0
0
0
 

　
申

請
用

備
品

購
入

費
2
9
2
 

(
3
1
5
,
0
0
0
)

(
2
9
2
)
○

地
域

宅
配

事
業

等
支

援
金

事
業

 
 
 
 
5
,
0
4
0
 

1
8
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

3
3
0
,
5
0
0
 

(
5
,
0
4
0
)

　
中

小
・

小
規

模
事

業
者

売
上

回
復

支
援

金
3
1
5
,
0
0
0
 
　

1
0
需

用
費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
0
 

(
3
1
5
,
0
0
0
)

(
4
0
)

　
地

域
宅

配
事

業
等

支
援

金
5
,
0
0
0
 
　

1
8
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

 
 
 
 
5
,
0
0
0
 

(
5
,
0
0
0
)

(
5
,
0
0
0
)

　
商

店
街

等
活

力
再

生
推

進
支

援
金

1
0
,
5
0
0
 
○

商
店

街
等

活
力

再
生

推
進

支
援

金
事

業

(
1
0
,
5
0
0
)

1
0
,
5
0
0
 

(
1
0
,
5
0
0
)

　
1
8
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

 
 
1
0
,
5
0
0
 

(
1
0
,
5
0
0
)

3
3
5
,
5
4
0

0
0

0
3
3
5
,
5
4
0

　
　

計
(

4
6
1
,
6
2
8
)

(
7
9
7
,
1
6
8
)
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一

 
般

 
職

　
総

 
括

単
位

：
千

円

（
)

（
)

（
）

(
 
)
内

は
、

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

及
び

パ
ー

ト
タ

イ
ム

会
計

年
度

任
用

職
員

で
外

書
き

単
位

：
千

円

会
計

年
度

任
用

職
員

単
位

：
千

円

（
)

（
)

（
）

(
 
)
内

は
、

パ
ー

ト
タ

イ
ム

会
計

年
度

任
用

職
員

で
外

書
き

単
位

：
千

円

区
　

　
　

　
　

分
職

 
員

 
数

（
人

）
給

　
　

与
　

　
費

共
 
済

 
費

合
　

　
計

備
　

　
　

　
考

報
　

酬
給

　
料

職
員

手
当

計

2
,
6
6
5
,
7
0
5

1
2
,
4
5
0
,
7
1
5

1
,
3
1
2

補
　

　
正

　
　

前
1
,
2
1
4

1
,
0
0
6
,
6
8
9

5
,
2
2
9
,
0
6
8

3
,
5
4
7
,
9
5
7

9
,
7
8
3
,
7
1
4

補
　

　
正

　
　

後
1
,
2
1
9

1
,
0
0
7
,
9
8
5

5
,
2
2
9
,
0
6
8

3
,
5
4
7
,
9
5
7

9
,
7
8
5
,
0
1
0

2
,
6
6
5
,
7
0
5

1
2
,
4
4
9
,
4
1
9

1
,
3
1
2

比
　

　
　

　
　

較
5

1
,
2
9
6

0
0

1
,
2
9
6

0
1
,
2
9
6

0

職
 
員

 
手

 
当

 
の

 
内

 
訳

区
　

　
　

分
扶

養
手

当
地

域
手

当
住

居
手

当
通

勤
手

当
特

殊
勤

務
手

当
時

間
外

勤
務

手
当

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

補
　

正
　

前
1
3
5
,
0
8
6

3
3
2
,
7
4
2

7
6
,
9
9
4

7
6
,
9
3
2

2
1
,
6
0
6

4
6
3
,
5
0
5

2
,
0
5
6

管
理

職
手

当
期

末
勤

勉
手

当

補
　

正
　

後
1
3
5
,
0
8
6

3
3
2
,
7
4
2

7
6
,
9
9
4

7
6
,
9
3
2

2
1
,
6
0
6

4
6
3
,
5
0
5

2
,
0
5
6

1
2
5
,
8
2
0

2
,
3
1
3
,
2
1
6

1
2
5
,
8
2
0

2
,
3
1
3
,
2
1
6

比
　

　
　

較
0

0
0

0
0

0
0

0
0

区
　

　
　

　
　

分
職

 
員

 
数

（
人

）
給

　
　

与
　

　
費

共
 
済

 
費

合
　

　
計

備
　

　
　

　
考

報
　

酬
給

　
料

職
員

手
当

計

補
　

　
正

　
　

後
1
,
1
5
1

1
,
0
0
7
,
9
8
5

1
5
4
,
3
6
0

1
3
3
,
4
9
0

1
,
2
9
5
,
8
3
5

1
6
3
,
7
3
7

1
,
4
5
9
,
5
7
2

0

0
1
,
2
9
6

0

補
　

　
正

　
　

前
1
,
1
4
6

1
,
0
0
6
,
6
8
9

1
5
4
,
3
6
0

1
3
3
,
4
9
0

1
,
2
9
4
,
5
3
9

1
6
3
,
7
3
7

1
,
4
5
8
,
2
7
6

0

給
　

　
与

　
　

費
　

　
明

　
　

細
　

　
書

職
 
員

 
手

 
当

 
の

 
内

 
訳

区
　

　
　

分
地

域
手

当
通

勤
手

当
期

末
勤

勉
手

当

比
　

　
　

較
0

0
0

補
　

正
　

後
9
,
0
2
8

2
,
4
8
7

1
2
1
,
9
7
5

補
　

正
　

前
9
,
0
2
8

2
,
4
8
7

1
2
1
,
9
7
5

比
　

　
　

　
　

較
5

1
,
2
9
6

0
0

1
,
2
9
6
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議案第６２号 

専決処分の承認を求めることについて 

令和２年度上尾市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により別

紙のとおり専決処分したので、その承認を求める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

新型コロナウイルスに感染した国民健康保険の被保険者に傷病手当金を

支給するため、当該傷病手当金を計上した令和２年度上尾市国民健康保険

特別会計補正予算（第１号）を緊急に編成する必要が生じ、令和２年４月

２８日専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定により、こ

の案を提出する。  
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専
決

処
分

書
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令
和
２
年
度
上
尾
市
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
６
７
号
）
第
１
７
９
条
第
１
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
、

次
の
と
お
り
専
決
処
分
す
る
。
 

令
和
２
年
４
月
２
８
日
 

上
尾

市
長

 
 
 
 
 
 
 
  
 

 畠
山

稔
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令
和
２
年
度
上
尾
市
の
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）
 

第
１
条
  
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
，
３
０
０
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
２
０
，
８
３
６
，
３
０
０
千
円
と
 

す
る
。
 

２
 
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出
予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
 
歳
入
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。
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第
 １

 表
  
歳

  
入

  
歳

  
出

　
予

  
算

  
補
 
 
正

歳
　

入
単

位
：

千
円

款
項

補
正

前
の

額
補

正
額

計
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議案第６３号  

専決処分の承認を求めることについて  

 上尾市国民健康保険条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、その承認を求める。 

令和２年６月８日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

新型コロナウイルスに感染した国民健康保険の被保険者に傷病手当金を

支給するため、緊急に上尾市国民健康保険条例を改正する必要が生じ、令

和２年４月２８日上尾市国民健康保険条例の一部を改正する条例を専決処

分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定により、この案を提出す

る。 
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専 決 処 分 書 

下記の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項本文の規定により、専決処分する。 

令和２年４月２８日 

上尾市長  畠 山  稔  

記 

上尾市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

上尾市国民健康保険条例（昭和３４年上尾市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日等）」を付し、附

則に次の見出し及び６項を加える。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

２ 給与等（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定す

る給与等をいい、賞与（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第３条第

６項に規定する賞与をいう。）を除く。以下同じ。）の支払を受けている被

保険者が療養のため労務に服することができないとき（新型インフルエン

ザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項に

規定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナウイルス感染症」

という。）に感染したとき、又は発熱等の症状があり新型コロナウイルス

感染症の感染が疑われるときに限る。）は、当該被保険者の属する世帯の

世帯主に対し、その労務に服することができなくなった日から起算して３

日を経過した日から労務に服することができない期間のうち労務に就くこ

とを予定していた日までの期間について、傷病手当金を支給する。 

３ 傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する

月以前の直近の継続した３月間の給与等の収入の額の合計額を就労日数で

除して得た額（その額に、５円未満の端数があるときは、これを切り捨て、

５円以上１０円未満の端数があるときは、これを１０円に切り上げるもの

とする。）の３分の２に相当する金額（その金額に、５０銭未満の端数が

あるときは、これを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときは、

これを１円に切り上げるものとする。）とする。ただし、健康保険法第４

０条第１項に規定する標準報酬月額等級の最高等級の標準報酬月額の３０
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分の１に相当する額（その額に、５円未満の端数があるときは、これを切

り捨て、５円以上１０円未満の端数があるときは、これを１０円に切り上

げるものとする。）の３分の２に相当する金額（その金額に、５０銭未満

の端数があるときは、これを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数がある

ときは、これを１円に切り上げるものとする。）を超えるときは、その金

額とする。 

４ 傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６月を

超えないものとする。 

５ 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状があり新型

コロナウイルス感染症の感染が疑われる場合において給与等の全部又は一

部の支払を受けることができる者に対しては、その受けることができる期

間は、傷病手当金を支給しない。ただし、その受けることができる給与等

の額が、第３項の規定により算定される金額より少ないときは、その差額

を支給する。 

６ 前項に規定する者が、新型コロナウイルス感染症に感染した場合におい

て、その支払を受けることができるはずであった給与等の全部又は一部に

つき、その全額を受けることができなかったときは傷病手当金の全額、そ

の一部を受けることができなかった場合においてその受けた給与等の額が

傷病手当金の額より少ないときはその差額を支給する。ただし、同項ただ

し書の規定により傷病手当金の一部の支給を受けたときは、その額を支給

額から控除する。 

７ 前項の規定により市が支給した金額は、当該被保険者を使用する事業所

の事業主から徴収する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の上尾市国民健康保険条例附則第２項から第７項

までの規定は、傷病手当金の支給を始める日が令和２年１月１日から規則

で定める日までの間にある場合について適用する。 
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議案第６４号  

   財産の取得について  

 下記のとおり自動車を取得することについて、議決を求める。  

  令和２年６月８日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

                 記  

１ 自動車の数量  水槽付き消防ポンプ自動車 １台 

２ 取 得 の 目 的  火災現場における消火活動に充てるため。 

３ 取 得 の 方 法  条件付一般競争入札  

４ 取 得 価 格  ５９，１５８，０００円  

５ 契約の相手方  東京都台東区浅草橋５丁目４番２号 横山ビル  

          ジーエムいちはら工業株式会社 東京営業所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

水槽付き消防ポンプ自動車を取得するため、議会の議決に付すべき契約

及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年上尾市条例第７号）第

３条の規定により、この案を提出する。  
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議案第６５号 

埼玉県市町村総合事務組合規約の変更について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、

埼玉県市町村総合事務組合規約を次のとおり変更することについて、議決を

求める。 

令和２年６月８日提出 

上尾市長  畠 山  稔 

埼玉県市町村総合事務組合規約の一部を変更する規約 

埼玉県市町村総合事務組合規約（平成１８年指令市第７４５号）の一部を

次のように変更する。 

別表第１及び別表第２第４条第１号に掲げる事務の項組合市町村の欄中

「鴻巣行田北本環境資源組合」を「彩北広域清掃組合」に改める。 

附 則 

この規約は、埼玉県知事の許可のあった日から施行し、変更後の埼玉県市

町村総合事務組合規約の規定は、令和２年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

鴻巣行田北本環境資源組合の名称変更に伴い、埼玉県市町村総合事務組

合規約を変更することについて協議したいので、地方自治法第２９０条の

規定により、この案を提出する。 
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議案第６６号  

   固定資産評価員の選任について  

 上尾市固定資産評価員に下記の者を選任することについて、同意を求める。  

    令和２年６月８日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔  

                 記  

○○○○○○○○○○○○  

  加 藤 俊 市  

   ○○○○○○○○○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  固定資産評価員加藤孝志から令和２年６月３０日限りで固定資産評価員

を辞職する旨の申出を受けたため、後任として行政経営部資産税課長の職

にある加藤俊市を選任することについて同意を得たいので、地方税法第４

０４条第２項の規定により、この案を提出する。  
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諮問第１号  

   人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、議会の意見を求  

める。  

  令和２年６月８日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

                 記  

 ○○○○○○○○○○○○ 

  髙 橋 晴 美 

   ○○○○○○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

人権擁護委員松尾四郎氏の任期は、令和２年９月３０日で満了となるが、

後任の人権擁護委員の候補者として髙橋晴美氏を推薦したいので、人権擁

護委員法第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。  
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諮問第２号  

   人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、議会の意見を求  

める。  

  令和２年６月８日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

                 記  

 ○○○○○○○○○○○○ 

  田 口 い ず み 

   ○○○○○○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

人権擁護委員和氣昭祐氏の任期は、令和２年９月３０日で満了となるが、

後任の人権擁護委員の候補者として田口いずみ氏を推薦したいので、人権

擁護委員法第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。
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